　　　　 資料２　本検討会の設置について
　　検討会設置の趣旨
　 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機に、高齢者、障害者等がより円滑にホテル又は旅館を利用できる環境整備を推進するため、国土交通省は、2017年12月から学識経験者、障害者団体等、施設管理者団体、設計関係団体等から構成される「バリアフリー客室基準の見直しに関する検討会」を行った。

　検討会においては、ホテル・旅館に対するアンケート調査等を踏まえ、2018年6月、ホテル・旅館のバリアフリー化を総合的に推進するため、次の５項目からなる対応方針がとりまとめられた。
対応方針（１）　バリアフリー客室の客室設置数に係る基準の見直し（政令改正）

対応方針（２）　条例整備促進のための基本方針改正

対応方針（３）事業者等へのバリアフリー対応の要請

対応方針（４）バリアフリー客室に係る建築設計標準の充実・普及

対応方針（５）バリアフリー客室等に係る情報提供の充実

　国土交通省において、関係機関と連携しつつ、対応方針（１）から（３）及び（５）について、当該方針に沿った取組みが進められている。
　 国土交通省は、「対応方針（４）バリアフリー客室に係る建築設計標準の充実・普及」の取組みを推進するため、「ホテル又は旅館における高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準（追補版）」について充実すべき内容の検討を行うため、本検討会を設置する。

　　 検討会構成

　　構成員
　学識経験者、障害者団体等、施設管理者団体、設計関係団体等、審査側団体（所管行政庁）、関係省庁（関係省庁はオブザーバーとして参加）

　　事務局

　国土交通省住宅局建築指導課、株式会社市浦ハウジング＆プランニング、一般財団法人国土技術研究センター

　　 ホテル又は旅館のバリアフリー客室基準等に関する対応方針に対する取組状況

　　要望及び課題の抽出
　 （１）複数のバリアフリー客室へのニーズ

　 （２）バリアフリー客室の稼働率が低い

　　対応方針（平成30年6月12日ホテル又は旅館の客室基準の見直しに関する検討会取りまとめ）

　 （１）バリアフリー客室の客室設置数に係る基準の見直し（政令改正）

　現行　客室総数が50室以上の場合は、1室以上の車いす使用者用客室を設ける。

　改正後　客室総数が50室以上の場合は、客室総数の1%以上の車いす使用者用客室を設ける。（注）基準が適用されるのは、新築又は増改築部分の客室
　 （２）条例整備促進のための基本方針改正

　地方公共団体による条例整備を促進するため、基本方針を改定し、以下の情報を盛り込む。

・国は地方公共団体に対して、条例による具体的な取組み状況を情報提供すること。

・条例制定に当たって、対象区域や対象用途を設定して義務付け基準の強化が可能であること。

　　要望及び課題の抽出

　 （２）バリアフリー客室の稼動率が低い

　 （３）バリアフリー客室の快適性・デザイン性等、設計上の配慮が必要

　 （４）多様なニーズ（広さ、設備、価格等）に対応した客室が不足

　 （５）バリアフリーに配慮した一般客室が少ない

　　対応方針（平成30年6月12日ホテル又は旅館の客室基準の見直しに関する検討会取りまとめ）

　 （３）事業者等へのバリアフリー対応の要請

　ホテル・旅館業を含む事業者に対して、業界団体を通じて、バリアフリー対応の取組事例や活用可能な支援制度等に関する周知を行い、バリアフリーに関する取組の強化を要請する。

　建具・設備等の各種メーカーに対して、高齢者、障害者等も含めた誰もが利用しやすく、汎用性・デザイン性のある質の高い製品を開発・普及するよう要請する。

　 （４）バリアフリー客室に係る建築設計標準の充実・普及

　バリアフリー客室や一般客室に係る建築設計標準の改正（追補版の作成）を行う。（バリアフリー客室設置数の基準見直しを反映することに加え、客室の快適性・デザイン性に係る解説や設計標準の追加、優良事例の追加等）

　地方公共団体職員や設計者向けの説明会や、建築士に対する定期講習を通じて、建築設計標準の改正内容を周知し、その普及を図る。

　　要望及び課題の抽出

　 （６）バリアフリー客室等に関する情報提供が不足

　　対応方針（平成30年6月12日ホテル又は旅館の客室基準の見直しに関する検討会取りまとめ）

　 （５）バリアフリー客室等に係る情報提供の充実

　ホテル・旅館のバリアフリー情報に関する統一フォーマット（客室面積、出入口の幅、高低差、車いす対応の有無等）を作成し、普及を図る。

　バリアフリー情報の提供方法に関するマニュアル（写真や図面による情報提供やネーミングの工夫等）を作成し、その普及を図る。
